
 

流山市自治会等支え合い活動報償費支給要領  

 

（目的）  

第１条 この要領は、流山市地域支え合い活動推進条例（平成２６年流

山市条例第２２号。以下「条例」という。）に基づき、地域における

支え合い活動を推進するに当たり、その中心的主体となる自治会等に

対して報償費を支給することに関し必要な事項を定めることを目的と

する。  

（定義）  

第２条 この要領で使用する用語の意義は、条例及び流山市地域支え合

い活動推進条例施行規則（平成２７年流山市規則第２号）で使用する

用語の例による。  

（支給）  

第３条 市長は、自治会等が流山市支え合い活動対象者名簿（以下「名

簿」という。）の提供を受け、かつ、支え合い活動を開始及び継続し

たときは、当該自治会等に対して、流山市自治会等支え合い活動報償

費（以下「報償費」という。）を支払うものとする。  

２ 条例第１５条第１項に規定する協定（以下「協定」という。）の締

結を行った初年度に支給する報償費の額は、１自治会等当たり５万円

とする。  

３ 協定の締結を行った年度の翌年度以降に支給する報償費の額は、当

該年度に当該自治会等が提供を受けた名簿に登載された支援を必要と

する者の数に応じ、次の各号に定める額とする。  

（１）２０人未満  １万円  

（２）２０人以上５０人未満  ２万円  

（３）５０人以上１００人未満  ３万円  

（４）１００人以上  ５万円  

（申請の手続）  

第４条 報償費の支給を受けようとする自治会等は、当該年度の名簿を

受領し、かつ、支え合い活動を開始し、又は継続した日以後に、流山

市自治会等支え合い活動報償費振込依頼書（別記様式）を市長に提出

するものとする。  

ただし、協定の締結を行った年度の翌年度以降は、特別な申出がな

い限り、毎年度６月末までに提出しなければならない。  

 

 

 



 

（報告の手続）  

第５条 報償費の支給を受けた自治会等は、当該支給を受けた年度終了

後に、支え合い活動状況報告書を市長に提出するものとする。  

２ 市長は、前項に定めるもののほか必要と認めるときは、自治会等に

活動状況等の報告を求めるものとする。  

（委任）  

第６条 この要領に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定め

る。  

  附  則  

この要領は、平成２７年７月１日から施行し、平成２７年４月１日か

ら適用する。  

  附  則  

この要領は、平成３１年４月１日から施行する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

別記様式  

  年   月   日   

（宛先）流山市長  

 

自治会等名   

代表者氏名            ㊞   

住   所                

 

流山市自治会等支え合い活動報償費振込依頼書  

 

下記のとおり、流山市地域支え合い活動推進条例に基づき、流山市支

え合い活動対象者名簿の提供を受けたので、市が支払う流山市自治会等

支え合い活動報償費を次の金融機関に振り込むよう依頼します。  

記  

（市が記載します）  

新規・更新  
名簿登載者数  支給額  

             

人  

         

円  

 

振込先  

金融機関  

銀  行  

         農   協            店  

         信用金庫  

口座種別  １．普通     ２．当座  

口座番号   

フリガナ   

口座名義   

※  代表者と振込先の口座名義人が異なる場合は以下をご記入ください。  

【委 任  状】  

 上記口座名義人に流山市自治会等支え合い活動報償費の受領を委

任します。  

令和  年   月   日  

 

委任者  自治会等名  

代表者氏名              ㊞  

住   所               

 


